
波崎町（はさきまち）
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地域指定 一部事務組合加入事業 公営企業<住所>314-0422 鹿島郡波崎町 6530ゴマーク
ロ
行政組織＞

三役(H16.5.1 現在)
むらた やすひろ

村田 康博長
（55 歳）

任期
H15.4.30～

H19.4.29

助役 齋藤 勉 収入役 欠員

議会(H16.5.1 現在)

議長 長谷川 隆 副議長 菅宮 稔

任期 H19.4.29 定数 26 名 現議員数 26 名

党派別 公明 1 無 25

職員数（H15.4.1 現在） （人）

普通会計関係全職員数

うち一般行政関係

公益事業

会計関係

342 301 214 41

一般行政職の

平均給料月額
338,687 円

ラスパイレス

指数
95.5

H12.4.1 H13.4.1 H14.4.1全職員数

の推移 360 351 369

機構図（H16.4.1 現在）

＜町長＞―＜助役＞―

総 務 部―広報広聴室,企画課（合併推進室）,総務課,

財政課（土地開発公社）,税務課,納税課

民 生 部―社会福祉課（総合福祉センター）, （第１保育所）,

（第 2 保育所）, （第 3 保育所）, 女性子ども課（女

性・子どもセンター）, 介護高齢課,町民課,

（矢田部支所）（若松支所）, 国保年金課, 健

康管理課（保健センター）, 生活環境課,（リ

サイクルプラザ）

産業建設部―農林課（土地改良）, （農業研修センター）,水産課,

商工観光課,建設課,都市整備課（東部再整

備センター）, 下水道室

＜収 入 役＞―会計室

＜水道事業＞―水道課

教育委員会

＜教 育 長＞―学校教育課,生涯学習課,スポーツ振興課,

（はさき生涯学習センター）, （矢田部公民館）,

（若松公民館）,（若松総合運動場）,（総合体

育館）,（土合体育館）, （矢田部共同調理場）,（若

松共同調理場）, （幼稚園5園）, （小学校9校）, （中

学校 4 校）

＜議会＞

議会事務局

＜行政委員会＞

選挙管理委員会事務局,監査委員事務局,農業委員会事務局

＜概要＞

①沿革

昭和 3 年 1 月 1 日 町制施行「東下村」から「波崎町」に

昭和 30 年 2 月 15 日 編入 矢田部村

昭和 31 年 2 月 15 日 編入 若松村（一部を除く）

②地勢・風土等
茨城県の最東端に位置し,東北は太平洋に面し,土地は概ね平坦な砂質壌土

であり,年間平均気温は 15℃と恵まれている。

東部地域には新漁港を中心とした漁業,それに商業が集積し,西部地域は農

業が主でスイカ,ピーマンなどのハウス栽培,千両などが有名であり,蔬菜,園芸,

果樹などが盛んである。

波崎工業団地には,先端産業,バイオ関連産業を中心に 54 社が立地し,農業,

漁業との調和の取れた順調な生産を続けている。

平成 8 年度からは第 3 次総合計画「はさきサニーウエーブプラン」

に基づき,「人と自然のハーモニー・ジャンプアップはさき」を基本テーマとして

“自然ゆたかな快適で暮らしよい,まちづくり”など 5 つの目標を掲げ,取り組んで

いる。

③人口・世帯数

国勢調査

H2 H7 H12

常住人口

（H16.4.1）

男 18,711 19,523 19,586 19,427

女 18,534 19,175 19,465 19,573
人

口

(人) 合計 37,245 38,698 39,051 39,000

世帯数 10,716 11,921 12,560 12,962

④有権者数（H15.12.2 現在） ⑤老齢人口割合（H12 国勢調査）

男 女 計 老齢人口割合有権者数

（人） 15,267 15,320 30,587 15.2％

＜産業・経済＞

①生産・所得（平成 12 年度）

市町村内総生産 1,619 億円 就業者 1人当たり 8,735 千円

住民所得 1,198 億円 人口 1 人当たり 3,068 千円

②産業構造 （百万円･人）

区分 総生産額(H12 年度) 就業人口(H12 国調)

第 1 次 9,160 5.6％ 2,715 13.3％

第 2 次 81,454 49.4％ 8,133 40.0％

第 3 次 74,342 45.1％ 9,377 46.1％

総額・総数 164,956 ― 20,342 ―

③農業・工業・商業 （人･百万円）

農家数 農業就業人口
農業産出額

(H14.1.1～H14.12.31)農業

（H12.2.1）
942 2,176 7,210

事業所数 従業者数
製造品出荷額等
(H14.1.1～H14.12.31)

製造業

(H14.12.31)
125 5,415 257,203

商店数 従業者数
年間販売額

(H13.4.1～H14.3.31)
卸・小売業

(H14.6.1)
387 2,289 50,981

④特産物

ピーマン、メロン、スイカ、千両、若松

<Tel> 0479-44-1111 <Fax> 0479-44-5134

<HP>http://www.town-hasaki.ｊp/

<e-mail>info@town-hasaki.jp

類型 8-3 ｺｰﾄﾞ番号 084077 面積 68.28k ㎡

都市開発

工特

公設卸売市場、RDF、

消防救急、養護老人ホ

ーム

水道、下水道



<財政状況>

①決算収支 （千円・％）

年度 H13 決算 H14 決算 増減率

歳 入 11,913,517 10,831,044 －9.1

歳 出 11,492,417 10,514,651 9.3

形式収支 421,100 316,393 ―

実質収支 408,102 283,446 ―

単年度収支 62,462 －124,656 ―

実質単年度収支 220,805 －105,143 ―

②主な歳入・歳出（平成 14 年度） （百万円・％）

区分 決算額 構成比 増減額 増減率

歳 入 10,831 ― 254 2.2

地方税 5,263 48.6 47 0.9

地方交付税 924 8.5 －120 －9.8

国庫支出金 593 5.5 276 34.0

地方債 1,095 10.1 376 39.6

うち臨財債費 359 3.3 ― ―

その他 2,957 27.3 ― ―

歳 出 10,515 ― 258 2.3

義務的経費 4,407 41.9 0 0

人件費 2,529 24.1 21 0.8

扶助費 930 8.8 37 4.4

公債費 948 9.0 23 2.5

投資的経費 1,485 14.1 ― ―

普通建設事業費 1,439 13.7 191 8.5

うち補助 578 5.5 352 25.6

うち単独 628 6.0 －140 －20.7

その他の経費 4,623 44.0 ― ―

③主要指標（平成 14 年度）

区分 指数等

基準財政収入額（H15） 4,563 百万円

基準財政需要額（H15） 5,268 百万円

標準税収入額等（H15） 6,011 百万円

標準財政規模（H15） 6,706 百万円

財政力指数（H13～15） 0.855

経常収支比率 86.6 ％

公債費負担比率 11.2 ％

起債制限比率（3 ヶ年平均） 7.5 ％

税の徴収率（過年） 13.2 ％

税の徴収率（現年） 96.9

税の徴収率（合計） 84.7
④将来にわたる財政負担（平成 14 年度） (単位：千円，％）

現在高 比率

地方債現在高（A） 9,298,860 129.2

債務負担行為による

翌年度支出予定額（B） 433,610 －

実質債務残高(C=A+B) 9,732,470 135.2

積立金現在高（D） 864,140 12.0

将来にわたる財政負担（E=C-D） 8,868,330 119.8

⑤市町村税の状況（平成14年度） （千円・％）

区分 調定額 収入額 徴収率

2,176,127 1,829,888市町村民税

（構成比） （35.0） （34.8）
84.1

3,636,170 3,106,805固定資産税

（構成比） （58.5） （59.0）
85.4

401,084 326,666その他の税

（構成比） （6.5） （6.2）
81.4

合計 6,213,381 5,263,359 84.7

＜公共施設整備状況＞（平成 14 年度）

小学校 9 校 老人福祉施設 1 ヶ所

中学校 4 校 病院・診療所 23 ヶ所

幼稚園 5 園 道路改良率 64.4％

保育所 10 ヶ所 道路舗装率 61.2％

図書館 0 ヶ所 ごみ焼却処理率 6.0％

公営住宅 242 戸 し尿衛生処理率 100.0％

1 人当たり公園面積 10 ㎡ 上水道等普及率 73.2％

公民館等 3 ヶ所 排水等処理率 25.6％

体育館 2 ヶ所

プール 1 ヶ所

施設充足率（公私

立幼稚園保育所）
120.7％

＜主要施策等＞

①主要施策実施状況 （百万円）

名称
期

間
内容

概算

事業費

住環境整備事業 Ｈ16

密集市街地における住宅除却,

移転補償,用地買取,道路,

公園造成工事等
98

②今後の主要課題・特色ある行政等

＜主要課題＞

・行政改革・財政健全化施策の推進

・土地利用計画の見直し

・広域行政の推進

＜特色ある行政等＞

・男女共同参画社会形成の推進

・子育て支援事業


